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２０１５年１１月号

（本月報は報道等の公開情報を当館が取りまとめたものです）          在ポルトガル日本国大使館

【主要ニュース】

【内政・外交】社会党政権の誕生【経済】ポルトガル航空（ＴＡＰ）の民営化【社会・その他】難民の到着

内政・外交

●社会党政権の誕生（２６日）

任期満了に伴う１０月４日の総選挙を経て、同月３

０日に発足したパッソス・コエーリョ新連立政権（社

会民主党と民衆党の連立）は、１１月１１日に政府プ

ログラムが国会で否決されて暫定政権となった。これ

を受け、カヴァコ・シルヴァ大統領は経済関係者、各

党の意見を幅広く聴取し、アントニオ・コスタ社会党

書記長を首相に指名した。

コスタ新政権の就任式（首相及び大臣１８名、副大

臣４１名）は１１月２６日、大統領府で行われた。カ

ヴァコ・シルヴァ大統領はスピーチで、共産党，左翼

連合等の左派政党の閣外協力の上に成立した社会党政

権の安定性について懸念を示した上で、「ポルトガル

のような国が市場及び対外支援なしにやっていけると

考えるのは幻想である。この国が財政安定化に向けた

道のりから逸脱しないように、全てのことを講じるつ

もりである」等述べた。一方、コスタ新首相は「この

政府は将来に怯えておらず、信頼の置ける政府である」

等と強調した。

新政権は、前連立政権がトロイカ支援プロセスの中

で推進してきた構造改革や年金削減、増税等の緊縮措

置の一部撤廃等の意向を示しており、今後も財政規律

が維持されるのかが注目される他、左派各党との調整

も課題になると見られて

いる。

（就任式で演説するコス

タ新首相（左））

●ブルガリア大統領、ポルトガルを訪問（２日）

ブルガリアのロセン・プレヴネリエフ大統領は１１

月２日、ポルトガルを初めて公式訪問した。今年６月

にブルガリアを訪れたカヴァコ・シルヴァ大統領の招

待を受けたもので、両国間の関係強化が目的。

両国の大統領は、リスボンの大統領公邸で会談。主

にＥＵの移民問題について話し合い、ＥＵとして共通

の方針を打ち出し、持続可能な解決方法を見つけるべ

きとの見解で一致した。また、ラテンアメリカやアン

ゴラ、ブラジル等、両国企業がＥＵ域外で培ったビジ

ネスノウハウを活用し、両国で共同プロジェクトが推

進できるとの考えも示した。

プレヴネリエフ大統領は、気候変動も問題になると

述べた上で、「両国はこうした重要問題の解決に向け、

責任ある立場を担っている」と説明。ポルトガルが２

０１４年にＥＵ等の金融支援から脱却したことについ

ては「政治的な成功例をＥＵ各国に示した」とたたえ

た。

（カヴァコ・シルヴァ大統領（右）

と握手を交わすブルガリアのプ

レヴネリエフ大統領（左））

●ギニアビサウ大統領、ポルトガルを訪問（６日）

ギニアビサウのジョゼ・マリオ・ヴァス大統領は１

１月６日、私用でポルトガルを訪れ、関係の深いカヴ

ァコ・シルヴァ大統領と会談した。

ギニアビサウでは新政権が発足したばかりで、ポル



ポルトガル月報

- 2 -

トガルのパッソス・コエーリョ新政権と同じく、政府

プログラムを国会に提出予定（当時）。本件について、

会談後に報道陣から質問を受けたヴァス大統領は、「個

人的な推測は述べない。今は政府プログラムの国会審

議・投票を待つ段階。タイミングが来たら、大統領と

しての責務を喜んで果たす」と述べ、同国の政治情勢

について多くは語らなかった。

ポルトガルメディアは、「ギニアビサウも政党・国

会次第」との見出しをつ

けて報じた。

（ヴァス大統領（左）と

シルヴァ大統領）

経済

●２０１５年第３四半期の雇用統計（４日）

国立統計院は１１月４日、２０１５年第３四半期の

雇用統計について、失業率が１１．９％（前期比増減

なし、前年同期比１．２ポイント減）、失業者数が６

１万８，８００人、就業者数は４５７万５，３００人

と発表した。

●ポルトガル航空（ＴＡＰ）の民営化（１２日）

１１月１２日、国有ポルトガル航空（ＴＡＰ）の株

式の６１％をアトランティック・ゲートウェイ社に譲

渡する売買契約署名式が行われた。これにより、ＴＡ

Ｐはポルトガル国籍のウンベルト・ペドローザ氏と米

国籍のデービッド・ニールマン氏が新オーナーとなっ

た。

マルケス・ゲーデス首相府・地域開発大臣（当時）

は、「ＴＡＰは差し迫った財政破綻に直面しており、

航空機を飛ばせなくなる若しくは従業員の賃金が支払

えなくなるという客観的な危険性があった」と述べた。

●２０１５年第３四半期のＧＤＰ成長率（１３日）

国立統計院（ＩＮＥ）は１１月１３日、２０１５年

第３四半期の実質ＧＤＰ成長率（速報値）を前年同期

比１．４％（前回第２四半期は１．６％）、前期比０．

０％（前回第２四半期は０．５％）と発表した。

●１－１０月期自動車生産台数（１２日）

ポルトガル自動車協会（ＡＣＡＰ）によると、１－

１０月期の自動車生産量は前年同期比３．１％減の１

３万６，２５６台だった。内９６．２％が輸出用で、

この内ＥＵ２８カ国向けが７７．２％、アジア向けが

１３．９％（内中国が１１．９％）を占めた。

またフォルクスワーゲン（ＶＷ）オートヨーロッパ

社の１－１０月期乗用車生産台数は前年同期比２．

５％増の９１，０４１台、１０月単月では前年同月比

１２．１％減の９，７０１台だった。同社は７月から

「イオス」の生産を中止、現在は「シャラン」「セア

ト アルハンブラ」「シロッコ」の３車種を生産中。

●６ヶ月物及び１２ヶ月物短期国債の発行（１８日）

ポルトガル国庫公債管理庁（ＩＧＣＰ）は１１月１

８日、６ヶ月物及び１２ヶ月物短期国債の入札を実施

し、発行予定額（合わせて１０～１２．５億ユーロ）

を上回る総額１５億ユーロを調達した。落札平均利回

りは６ヶ月物がマイナス０．０１８％、１２ヶ月物が

マイナス０．００６％だった。

●１０年物長期国債の発行（２５日）

ポルトガル国庫公債管理庁（ＩＧＣＰ）は１１月２

５日、１０年物長期国債の入札を実施し、９億９，５

００万ユーロ（発行予定額は７．５～１０億ユーロ）

を調達した。落札平均利回りは２．４２９４％だった。

社会・その他

●難民の到着（７－８日）

１１月７日から８日にかけて、国連の難民高等弁務

官事務所とポルトガル政府との間で締結されている難

民の再定住プログラムに基づき、シリアやスーダン出

身の難民３９人がリスボン空港に到着した。

彼らはリスボン、シントラ及びペネラ（コインブラ）

に居住し、１０ヶ月間のポルトガル語のレッスンや職

業訓練等を受ける予定。これ以外に、ポルトガルは今

後２年間に約４，５００人の難民を受け入れる予定。

●パリ連続テロ事件で警備強化（１３日）

１１月１３日夜にパリで発生した連続テロ事件を
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受け、ポルトガル治安当局では翌１４日から，仏・米・

英等の主要国大使館の他、リスボン、ポルト及びファ

ーロの各空港等の警備を強化した。

内務省は同日午前、「パリの動向を注視しているが、

ポルトガル国内においては完全に平穏であり、落ち着

いている」と発表した。

●交通事故による死亡者数（１６日）

国立交通安全機関（ＡＮＳＲ）によると、ポルトガ

ルでは２０１１年から２０１５年にかけて、交通事故

で３，２９３人が死亡した（交通事故から３０日以内）。

全体として死者数は減少傾向にあるものの、今年は１

１月７日現在で合計４０９人が死亡しており、前年よ

り１２人多い。

●不法滞在者の取り締まり強化（２５－２７日）

１１月１３日のパリでのテロ事件以降、国境管理当

局のＳＥＦは全国各地で不法滞在者の発見を目的とし

た取締りを強化している。交通機関のターミナル駅、

空港、港等を中心に約１，５００人の外国人が対象と

なり、バングラデシュ人やパキスタン人を中心に合わ

せて不法滞在者２１人が見つかった。

また、ポルトガル中部グアルダ県ヴィラール・フォ

ルモーゾのスペインとの国境では検問が実施された。

フランスの首都パリとリスボンを結ぶ国際列車につい

ても対象となり、１１月２３日以降、ネパール人やパ

キスタン人等の外国人が入国を拒否された。  

                    （了）


